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中国電力株式会社 

「島根原子力発電所 低レベル放射性廃棄物のモルタル充填に用いる添加水

流量計の校正記録における不適切な取り扱い」に係る調査等の体制について 

当社島根原子力発電所において判明した，低レベル放射性廃棄物のモルタル充填 

作業に用いる添加水流量計の校正記録の不適切な取り扱い（平成２７年６月３０日 

お知らせ済）について，当社は，これまで，社内に緊急対策本部を設置し，関係者へ

の聞き取りなどの事実確認等を行ってまいりました。 

事案発生に至った原因の詳細調査，再発防止対策の検討・策定ならびに，同様の  

事例の有無等を確認するため，本日，緊急対策本部内に組織体制を構築しましたので

お知らせします。 

本体制の下で，平成２２年に公表した点検不備問題も踏まえ，事実関係の確認およ

び原因の調査・分析等を徹底的に行うとともに，再発防止対策を検討，策定してまい

ります。なお，調査の方法や結果，再発防止対策については，その妥当性を確認する  

ため，計画段階から外部第三者により客観的に調査・検証いただくこととしています。 

当社としては，平成２２年に，島根原子力発電所の点検不備を公表して以降，全社

を挙げて再発防止対策を進める中で，このような事案が発生したことを極めて重く受

け止めており，また，地元の皆さまをはじめ，多くの関係者の方々にご心配をおかけ

し，誠に申し訳なく，深くお詫び申し上げるとともに，同様の事案を二度と発生させ

ることのないよう取り組んでまいります。 

以 上

（添付資料） 

 別 紙：調査等の実施体制および実施内容について 



別 紙 

調査等の実施体制および実施内容について 

監査

原因分析チーム

リスク戦略会議

班長：伊藤考査部長

班長：渡部副社長

（原子力強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ長）

班長：清水副社長

（電源事業本部長）

＊本事案の事実関係を確認する。

＊類似機器の点検が適切に行われているかを確認する。

＊担当者が実施した点検業務が適切に行われていたかを確認する。

＊過去の搬出済充填固化体製作に係る機器の点検実績を確認する。

議長：苅田社長

本部長：松村常務

（ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進部門長）

緊急対策本部

再発防止検討チーム

（安全文化）

再発防止対策班

監査班

再発防止検討チーム

（業務プロセス）

＊校正記録が適切に作成されなかった要因等を調査し，原因の分析を

 行う。

＊原因分析の中で，点検不備(H22 年)に係る再発防止対策の検証も行う。

＊調査・分析について，方法の妥当性や内容・結果の適正性の監査を行う。

＊組織的関与の有無等について，担当者および関係者への聞き取り調査に

 より，事実関係を確認する。

＊原因分析を踏まえて，安全文化の観点で再発防止対策を検討し，

策定する。

＊原因分析を踏まえて，業務プロセスの観点で再発防止対策を検討し，

策定する。

調査チーム

【外部第三者】

【外部第三者】

【外部第三者】

調査・分析班

・弁護士（検証）

・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ﾘｽｸ管理専門家

（検証）

・原子力安全文化有識者会議※３

（提言）

・企業倫理委員会※４（提言）

・弁護士※１（直接調査［組織的関与有無

等に係る聞き取り調査］を含む，検証）

・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ﾘｽｸ管理専門家※２（検証）

＊点検不備(H22 年)への再発防止対策に取り組む中で本事案が発生した 

事実関係の確認および原因究明を行う。



 ※１：弁護士

     弁護士による検証・調査等は，企業法務において豊富な実績がある弁護士に主導いただき，

法律家としての知見を活かした検証をお願いするとともに，組織的関与の有無の判断に係る

事項等に関して，直接調査（担当者および関係者への聞き取り調査）も実施いただく。

 ※２：コンプライアンス・リスク管理専門家

     コンプライアンス・リスク管理に関するコンサルティング，講演会の実績が豊富な専門家

により，コンプライアンスに係る社員の意識，倫理観や行動といった視点での検証を実施い

ただく。

※３：原子力安全文化有識者会議

     原子力安全文化有識者会議は，「原子力安全文化醸成活動の推進」等に資する体制として

設置した原子力強化プロジェクト長の諮問機関として，「原子力強化プロジェクト」の検討

事項等に対し提言等を受けている会議体（平成22年6月29日設置）であり，本件事案について

同様に議論し，再発防止対策等に対する提言等をいただく。 

     委員構成は，社外有識者７名，社内委員３名である。 

 ※４：企業倫理委員会

     企業倫理委員会は，取締役会の諮問機関としてコンプライアンスに関する提言を受けてい

る会議体（平成 15 年 4 月 1 日設置）であり，本件事案について同様に議論し，再発防止対策

等に対する提言等をいただく。 

   委員構成は，社外有識者３名，社内委員４名である。

以 上 


